別記様式第３２号（第２５条第１項関係）
                                                       　　　　年　　月　　日

　群馬県知事　　　　　　　宛て

                                                　法人の住所
                                                　又は主たる事務所の所在地
                                                　法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名  　　　　　　　　


住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第５９条の規定に基づく住宅確保要配慮者居住支援法人の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。



別　紙
	法人の名称
	（ふりがな）

	
	


	主たる事務所の所在地
	（郵便番号　　　　　）

電話番号

	代表者の職・氏名
	（ふりがな）

	
	


	法人の種別
	


	電子メールアドレス
	


	ＨＰアドレス
	


	支援業務を行う事務所の所在地
	（郵便番号　　　　　）

電話番号

	支援業務を行う市町村
	


	支援業務の対象となる住宅確保要配慮者の範囲
	低所得者、被災者、高齢者、障害者、子ども養育者、外国人、
DV被害者、犯罪被害者、矯正施設退去者等


	実施する支援業務
	該当する業務の□をチェックしてください
□ 法62条第一号に掲げる業務
登録事業者からの要請に基づき、登録住宅入居者の家賃債務の補償をする業務
□ 法62条第二号に掲げる業務
住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助を行う業務
□ 法62条第三号に掲げる業務
賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報提供、相談その他の援助を行う業務
□ 法62条第四号に掲げる業務
賃貸住宅の賃貸人に対し、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図るために必要な情報の提供を行う業務
□ 法62条第五号に掲げる業務
賃借人である住宅確保要配慮者からの委託に基づき、当該住宅確保要配慮者が死亡した場合における当該住宅確保要配慮者が締結した賃貸借契約の解除並びに当該住宅確保要配慮者が居住していた住宅及びその敷地内に存する動産の保管、処分その他の処理を行う業務
□ 法62条第六号に掲げる業務
上記に掲げる各業務に附帯する業務

	支援業務を開始しようとする年月日
	


	連絡先
	担当者
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



